
国民体育大会競技規程の一部改正について 

 

１、リード競技規則の一部改訂について 

現 行 改 正 変更理由 

（競技の方法） 

第５条 集 合 

５ 競技中 

(8) 選手は，クイックドローの

カラビナに順番にレジティメイ

ト・ポジションでクリップしな

ければならない。この場合のレ

ジジティメイト・ポジションは，

以下のいずれかを満たす場合で

ある。 

① 身体の全てがルートの

ライン上にクイックドロー

の下側のカラビナを越えて

いない。 

② 選手の身体の全てが

次の未クリップのクイ

ックドローを越えてい

ても，選手が以下の状態

にある 

 

附 則 

  略 

（競技の方法） 

第５条 集 合 

５ 競技中 

(8) 選手は，クイックドローの

カラビナに順番にレジティメイ

ト・ポジションでクリップしな

ければならない。この場合のレ

ジジティメイト・ポジションは，

以下のいずれかを満たす場合で

ある。 

① 選手の身体の全てが次

の未クリップのクイックド

ローを越えていても，選手が

以下の状態にある 

＝繰り上がり＝ 

 

 

 

 

 

附 則 

  略 

平成２９年５月１３日 改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IFSC 規 則 の

2017年改正によ

る（①アンダー

ライン部分を削

除） 

 



２、ボルダリング競技規則の一部改訂について 

現 行 改 正 変更理由 

（競技の方法） 

第４条 集合 

４ 競技の進行 

(2) 決勝 

初めに１基目のクライミン

グ・ウォールのボルダーで全チ

ームが競技を行い，その終了後

に２基目のクライミング・ウォ

ールのボルダーで全チームが

競技を行う。 

 チームの両名ともがそのク

ライミング・ウォールの両方の

ボルダーを完登，若しくは途中

放棄した場合,定められた競技

時間が終了していなくても次

のチームが競技を開始する｡ 

 また，競技時間終了時に行わ

れているアテンプトについて

は，そのまま続行することがで

きる。 

 

附 則 

    略 

 

 

 

 

（競技の方法） 

第４条 集合 

４ 競技の進行 

(2) 決勝 

初めに１基目のクライミン

グ・ウォールのボルダーで全チ

ームが競技を行い，その終了後

に２基目のクライミング・ウォ

ールのボルダーで全チームが

競技を行う。 

 チームの両名ともがそのク

ライミング・ウォールの両方の

ボルダーを完登，若しくは途中

放棄した場合,定められた競技

時間が終了していなくても次

のチームが競技を開始する｡ 

  

 

 

 

 

附 則 

    略 

平成２９年５月１３日 改訂 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

IFSC 規 則 の

2017年改正によ

る（アンダーラ

イン部分を削

除） 

 

  



３、国民体育大会山岳競技競技運営員規程の一部改正について 

現 行 改 正 変更理由 

（資格・任務） 

第２条 競技運営員は、日山協に所

属する都道府県山岳連盟又

は協会（以下「岳連」と略称

する。）会長の推薦を受けた

者で 19 歳（基準日 認定研

修受講年度の 4 月 1日）に達

した者以上とする。 

２ ＝略＝ 

 

（認 定） 

第３条 競技運営員は，日山協に所

属する岳連会長の推薦を受

けた者で，所属岳連会長が申

請し，日山協が主催又は認定

する山岳競技に関する所定

の研修（以下「認定研修」と

略称する。）を修了した者に

対して日山協会長が認定す

る。 

２ 認定研修を受講するに当

たって受講者は，所属岳連会

長名による「認定研修会参加

申込書」を提出しなければな

らない。「認定研修会参加申

込書」の提出により登録申請

したものとみなす。 

 

（資格の喪失） 

第４条  ＝省略＝ 

 

（登 録） 

第５条 第３条による認定研修を

修了した者は競技運営員として、

（資格・任務） 

第２条 競技運営員は、日山協に所

属する都道府県山岳連盟又

は協会（以下「岳連」と略称

する。）会長の推薦を受けた

者で 19 歳（基準日 研修受

講年度の 4月 1 日）に達した

者以上とする。 

２ ＝略＝ 

 

（研 修） 

第３条 競技運営員は，日山協に所

属する岳連会長の推薦を受

けた者で，所属岳連会長が申

請し，日山協が主催又認める

山岳競技に関する所定の研

修（以下「研修」と略称する。）

を受講した者をいう。 

 

 

２ 研修を受講するに当たっ

て受講者は，所属岳連会長名

による「研修会参加申込書」

を提出しなければならない。

「研修会受講」により受講証

を発行する。 

 

 

 

 

 

（研 修） 

第５条 第３条による研修を受講

した者は競技運営員とする。 

 

 

 

 

 

「認定」の削除 

 

 

 

 

（認定）を（研

修）に変更 

 

 

 

 

「認定」の削除 

アンダーライン

部分を削除 

 

 

 

「認定」の削除 

アンダーライン

部分を削除 

「研修会受講」

により受講証を

発行する。 

を追加 

 

 

（登録）を（研

修）に変更 

 



日山協に登録する。 

２ 登録の手続き及び登録料

は，別に定める。 

３ 競技運営員資格の有効期

間は、認定研修受講の次年度

の４月１日から５年間とす

る。 

ただし、この規程の改訂前

に取得した競技運営員資格

については平成３１年３月

３１日まで有効とする。 

 

    略 

附 則 

 

    略 

 

 

←＝削除ー＝ 

 

←＝削除ー＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

    略 

附 則 

 

    略 

 

平成２９年５月１３日 改訂 

この規程の施行時において、競

技運営員資格を有する者は、本改正

規定に基づき研修を受講した者と

みなす。 

 

認定制度の廃止 

（２と３のアン

ダーライン部分

を削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４、国民体育大会山岳競技競技運営員規程に関する内規の一部改訂について 

現 行 改正 変更理由 

第１条 国民体育大会山岳競技競

技運営員（以下，「競技運営

員」と略称する。）規程（以

下「規程」という。）第３条

に定める競技運営員の認定

に関する研修項目は，次によ

るものとする。 

＝略＝ 

 

第２条 規程第３条に定める研修

第１条 国民体育大会山岳競技競

技運営員（以下，「競技運営

員」と略称する。）規程（以

下「規程」という。）第３条

に定める競技運営員の研修

項目は，次によるものとす

る。 

＝略＝ 

 

第２条 規程第３条に定める研修

 

 

 

 

「認定に関する 

」の削除 

 

 

 

認定、登録制度



会並びに規程第５条に定め

る登録料は，参加者負担とす

る。登録料は２０００円とす

る。特別認定研修による受講

証明書発行手数料は１００

０円とする。その他必要な費

用が生じた場合は、その都度

徴収する。 

 

第３条 規程第５条の登録は，次の

順序による。 

規程第３条で認定された

者に対し，公益社団法人日本

山岳協会（以下「日山協」略

称する。）会長名の「国民体

育大会山岳競技運営員認定

研修会受講証」を交付する。

日山協は，所属する都道府県

山岳連盟又は協会（以下「岳

連」と略称する。）に当該認

定研修会受講証交付名簿を

送付する。   

 

附 則 

    略 

 

会の参加者負担金は、その都

度定める。 

 

 

 

 

 

 

 

第３条 規程第5条に定める競技運

営員には、公益社団法人日本山

岳・スポーツクライミング協会

（以下「日山協」略称する。）会

長名の「国民体育大会山岳競技運

営員研修会受講証」を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

附 則 

    略 

平成２９年５月１３日 改訂 

 

の廃止に伴い 

アンダーライン

部分の扱いを改

正。 

 

 

 

 

 

 

 

認定制度の廃止 

（アンダーライ

ン部分を変更） 

 

 


